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2014年にフィンランドで Mobility as a Service（MaaS）の概念が提唱されてから，日本を含む世界各地で

MaaS の導入が進められている．一方で，サービス内容と地域住民のニーズの不一致や事業採算性確保の

厳しさから，実証実験で終わってしまう事例も少なくない．また，MaaS の導入から一定期間経過した地

域もあり，住民の健康促進への寄与などを分析している研究も登場しているが，それらを横断的に評価し

ている論文は少ない．これらの背景を踏まえ，本論文では国内外で実際に導入されている地域住民に向け

た MaaS 事例を対象とし，各文献から MaaS の導入と地域の受容性，住民の健康促進との関係性を整理す

る．また，それぞれの評価に用いられている指標も整理する． 
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1. 研究の背景と目的 

 

近年，日本を含めた世界各国にて，モビリティサービ

スが大きく変わりつつある．ICT 技術の革新などにより，

シームレスな乗り換えやリアルタイムで混雑・遅延状況

が確認などができるようになり，より高度なサービスが

提供可能となっている． 

日本に着目すると，これらのサービス高度化による期

待は都市部と地方部で異なっている．都市部では，受容

集中がもたらす混雑の問題が以前より指摘されていたが，

新型コロナウイルス流行を経験し，問題解決を望む声は

さらに大きくなっている．地方部では，運転者の高齢化

や成り手不足などモビリティサービスを維持することが

困難になってきている．このような背景もあり，

Mobility as a Service (MaaS)の概念を取り入れ，地域の課題

の解決を試みる自治体が増加してきている． 

MaaS とは，現在は様々な意味を有して用いられてい

る概念であるが，共通する部分に，「様々な交通機関や

それに関連するサービスを，単一で包括的なオンデマン

ドモビリティサービスに統合するもの」１)がある．2014

年にフィンランドのヘルシンキにて，MaaS の概念が提

唱され，現在では欧米やアジアにおいて，その概念が普

及している． 

このように，MaaS 自体が比較的新しい概念というこ

ともあり，先述した日本の自治体においても，MaaS の

導入方法や評価手法は独自のものになっている事例も多

いことから，サービス内容と地域住民のニーズの不一致

や事業採算性確保の厳しさから，実証実験で終わってし

まう事例も少なくない．これに対し，地域の MaaS導入

などを支援するために，経済産業省と国土交通省が主体

となり，スマートモビリティチャレンジプログラム 2)を

立ち上げているが，MaaS の導入に関する学術的知見の

収集という観点では依然として課題が残っている． 

そこで本研究では，これまでの国内外で行われた

MaaS の導入に関する事例研究に着目し，どのような目

標を立て，どのような手法で評価したかを整理すること

を目的とする．MaaS 導入は日本のモビリティサービス

課題解決のキーワードと考えられることから，特に地域

住民を対象とした MaaS導入による地域の受容性と健康

促進への効果について整理を行う． 
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2. 対象研究の整理手法 

 

地域住民を対象にした MaaS 導入に関する事例研究の

整理を行う．MaaS に関する研究は分野を超えて行われ

ていることから，分野を絞らずに，研究を収集する．本

論文では，日本語の論文に関してはGoogle Scholarを，英

語の論文に関してはWeb of Scienceを用いる． 

抽出する際に使用した検索ワードは，Mobility as a 

Serviceを完全一致とし，日本語の論文は受容性と健康促

進を用いた．英語の論文でもMobility as a Serviceを完全一

致とし，そこに受容に関して acceptanceとpaticipationを，

健康に関して healthとwell-beingを用いた． 

上記のキーワードをもとに検索を行ったところ，日本

語論文は113報，英語論文は37報抽出された．そこから

それぞれの論文を調べ，「地域住民を対象にした MaaS

に言及している」，「受容性や健康促進について言及し

ている」など本研究の内容に合致するものを抽出した．

その結果，日本語の論文は 22報，英語の論文は 14報と

なった． 

図-1に対象研究の整理の流れを示す． 

 

 

図-1 対象研究の整理の流れ 

 

3. 研究のレビュー 

 

上記の手法をもとに抽出した対象の研究のレビューを

行う．レビュー結果として，日本語の論文と英語の論文

では着目している部分が異なっていたことから，初めに

日本語の論文のレビューを行い，その後英語の論文のレ

ビューを行う． 

 

(1)  日本語の研究レビュー 

a) 地域の受容性に着目した研究 

藤垣ら 3)は，自宅周辺の生活圏をカバーできる交通サ

ービスと自宅最寄り駅からの鉄道を一体的な料金体系と

して提供する”Metro-MaaS”を想定し，地域内に導入する

際の受容性を検証している．東京都市圏一都三県の 600

人を対象にした Web アンケート調査を行い，分析結果

から，「運転に対して少し不安がある人」や「自宅周辺

の移動が多い人」，「駅から自宅までの徒歩の所要時間

が 20分以上ある人」などが”Metro-MaaS”の利用を望む傾

向にあることを示した． 

林ら 4)は，福岡市や北九州市の「my route」，川崎市・

箱根市の「郊外・観光一体型 MaaS」，静岡市の「しず

おか MaaS」における取り組みに着目し，それぞれのサ

ービスにおける利用意向について整理している．「my 

route」に関しては，検索履歴と交通手段別需要，サービ

ス利用状況，移動状況を把握し，利用者の移動ニーズの

時系列的変化を類推している．「郊外・観光一体型

MaaS」では，サービス利用者・非利用者それぞれにア

ンケート調査を行い，利用者の利用継続意向の高さや公

共交通選択回数の増加から，パッケージ化した移動サー

ビスが公共交通利用促進の一助になると指摘している．

「しずおか MaaS」では，住民や地元企業のパブリック

サポートを受けた上での AI 相乗りタクシーの実証実験

に対して，利用者にアンケート調査を行い，「サービス

満足度」や「利用継続意向」などに対し，7 割を超える

肯定的な評価が得られたと指摘している． 

松尾ら 5)は，共生社会実現の取り組みに向けて，ソー

シャルアクションサービスMay ii （メイアイ）を開発し，

移動制約に関して，共助に着目したサービスの提供を行

っている．JR 大阪駅，JR 新宿駅，西鉄福岡駅で行われ

た実証実験の結果から，サービスを利用することで移動

制約者をサポートする意識が高まったことを示している．

このサービスは，「my route」や「Universal MaaS ~誰もが

移動をあきらめない世界へ~」と連携し，さらなる地域

の受容性を高める検討を進めている． 

早川 6)は，ゲーム理論のアプローチから，MaaSが地域

住民に受け入れられるためのサービス設計について言及

している．研究結果として，サービス提供者が受容性を

大局的に測るには，ゲーム理論の考え方が利用できる一

方で，半ば公共的役割を担っていることから社会的公平

性に関して議論の余地があることを指摘している． 

長谷 7)は，旅客船を用いたMaaSについて，実証実験の

結果に着目しながら，受容性の評価を整理している．東

京都の竹芝で行われた実証実験では勝ちどきエリアから

港区へ通勤する利用者に対して高い満足性が得られてい

ることを示している． 

相馬ら 8)は，医療MaaSに代表されるコネクティッド・

メディスンに着目し，新型コロナウイルスの影響が利用

意向にどのように影響するかを分析している．全国 PT

調査対象 70都市3,000名を対象したWebアンケート調査

から，利用意向としては利用したい人の割合が増えるこ

とが示された．各サービスに着目すると，流行後に「利

用したい」傾向にある人の割合は，「訪問診療」で 45%
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程度，ヘルスケアモビリティ診療で 55%程度，オンライ

ン診療で 65%程度となっている． 

細見ら 9)は，播磨科学公園都市でのMaaS実装社会実験

（西播磨 MaaS）に着目し，播磨科学公園都市の持続可

能な発展にも寄与することが期待される次世代モビリテ

ィサービス及び光都バスターミナルのあり方について分

析している．地域内居住者や地域に通う高校生，大学生

を対象にアンケート調査を実施した．その結果より，実

証実験の結果が現在のニーズを満たしているものではな

いことがわかり，その要因の一つとして移動需要を生み

出す施設が少ないことを指摘している． 

文部科学省 科学技術・学術政策研究所 科学技術動向

研究センター10)では，ICT を活用したサービスにおいて，

MaaS の可能性を検討し，2030 年の社会において，地域

の受容性を高める戦略やシナリオを「リーダーシップ」，

「国際協調・協働」，「自律性」の観点から提言してい

る． 

 

b) 健康促進に着目した研究 

中島ら 11)は，2013 年から 2015 年に函館市で行われた

Smart Access Vehicle System (SAVS)の導入検討社会実験が，

MaaS の概念を有していることに着目し，実験内容を整

理している．実験結果より，SAVS はタクシーやバスな

どの低コストで代替するだけでなく，患者の送迎などの

個別に提供している移動サービスも代替する方が合理的

であることを示している． 

宮原 12)は，新潟市内を運行するオンデマンドバスの高

齢者の利用意向について分析している．高齢者のことを

考慮した電話型予約や説明会の実施などを通し，78 名

の事前登録に対し，71 名の利用があったと示している．

4日間の実験に対し，相乗り率が 20%以上であったこと

も示している． 

野村 13)は，兵庫県養父市にて，2018年に運行を開始し

た自家用有償旅客運送「やぶくる」に着目し，サービス

の実態把握と今後の展望の考察を行っている．分析結果

から，現在の利用者の 5割近くが目的地を医療機関して

いることを示している． 

橋本ら 14)は，岡山県玉野市で運行されているDRTサー

ビス「シータク」に着目し，高齢者の利用状況について

分析している．高齢者の利用者に対してアンケート調査

を実施したところ，利用回数と「運転者の態度」や「乗

降位置の満足度」，「通院のしやすさ」などが関連する

ことを示している． 

御手洗ら 15)は，自動運転車に都市機能を搭載し，それ

らを無人で運転させ営業を行う機能搭 載型自動運転車

「ADVUS」に着目し，非都市部の小さな拠点における

都市機能の確保への活用可能性について検討している．

茨城県常陸太田市にて行われたアンケート調査結果より，

小さな拠点の利用意向は実行動以上に存在し，ADVUS

により利用頻度を上げることに寄与できることを示して

いる．また，医療サービスの利用頻度から一台の

ADVUS において，複数の小さな拠点間を移動し，サー

ビスを供給できる可能性を示唆している． 

東ら 16)は，先進高齢者 MaaS として開発を進めている

対話型 AI 自動運転車いすを核としたの福祉インテリジ

ェントモビリティサービス導入効果を検討している．福

岡市や久留米市，千葉市での実証実験より，長距離移動

が不安な高齢者に対して，外出促進などを促す新たなモ

ビリティサービスの可能性を示している． 

平井 17)は，2019年 8月に北海道檜山郡厚沢部町で行わ

れた EV 車を利用したオンデマンド型サービス「ISOU 

PROJECT」の実証実験に着目し，高齢化が進展する過

疎地域における地域住民向けのデマンド型交通サービス

が地域課題をどのように解決するかを検討している．町

役場や道の駅，病院などの主要エリアへの送迎サービス

を実施した結果，103 人が利用登録し，のべ 279 人が利

用し，そのうち 24 人が定期運行に利用されていること

を明らかにしている．また，利用者の 48%以上が高齢者

であることなど交通弱者の支えになっている結果が示さ

れている． 

鈴木ら 18)は，秋田県秋田市にて月額性タクシー定期券

導入を仮定した場合の高齢者の外出意向を分析している．

さまざまなシナリオを用意した上でのアンケート調査を

実施した結果から，購入金額が購入意向に大きく関わっ

ていること，また外出促進するためには，金額を抑える

ことと必要となるタクシーの台数を確保することが重要

であることを示している． 

中村ら 19)は，医療分野の観点から，MaaSと医療・健康

サービスの関係性を事例を通して考察している．加賀市

では，マイナンバーカードの交付率が高いことに着目し

た高齢者などの交通弱者の移動支援に取り組んでいる．

つくば市では，研究機関や大学が立地しリテラシーの高

い地域と過疎や移動の課題を抱える周辺部の両面性をも

つ背景をもとに，移動ロボットを活用した実証実験を行

っている．「医療 MaaS」の社会実装による移動の足，

自宅からの事前予約，そして個人認証・受付，院内移動，

会計と薬授受の事後処理のフロー確立を民間企業と地域

の病院と連携し進めている． 

中村20)は，産業性よりも公共性が高くなる過疎型MaaS

に着目し，地域の事例を整理している．特に愛知県豊明

市の事例では，デマンドバスの黒字化を図るために，高

齢者の外出を促し，それによる介護や医療の経費を下げ

ることで市財政の負担軽減につながることを想定した収

支モデルを検討していることを述べている． 

後藤ら 21)は，人間中心のサイバーフィジカルシステム

（CPMS）における，健康医療分野とMaaSにおける課題
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を整理している．大津市の MaaS を事例を CPMS の観点

から整理し，将来的に医療健康分野のサイバーフィジカ

ルシステムの連携するためには，CPMS のプラットフォ

ームを活用することが重要になると考察している． 

後藤 22)は，けいはんな学研都市を対象に，多様な交通

手段を確保するとともに，その先にある目的（病院・買

い物・観光周遊など）との一体性を高めることで，サー

ビスの付加価値の向上を図る取組み「学研都市型

MaaS・α」の実現可能性を検討している．2021年 9月か

ら 2021年 10月まで行われた実証実験より，交通不便の

解消や施設利用の増加が見られ，高齢の方や障がいがあ

る方も含め，誰もが安心・安全に暮らせ，社会参加しや

すい「人が主役のスマートで安寧な社会」の実現に貢献

する可能性を示唆している． 

恩田 23)は，群馬県富岡市にて導入されたAI配車システ

ム「愛タク」に着目し，その利用実態の把握を行ってい

る．2021 年の降車箇所として一番を多く利用された場

所が市内の病院であり，通院ニーズが高いことが明らか

にしている． 

岩本 24)は，モビリティサービスが抱える課題に対して，

情報銀行という概念を援用することで解決できる可能性

を検討している．特に多くの地域で課題となっているマ

ネタイズに関して，モビリティサービスだけでは難しい

ものの，情報銀行を活用することで，消費行動の促進や

高齢者のフレイル対策につながる外出機会の創出につな

がる可能性を指摘している． 

 

c) 日本語の論文を整理した上での考察 

以上で示すように，日本においては MaaS を起点にし

て，受容性や健康促進に着目した研究が多く存在する．

レビュー結果として，アンケート調査を用いた分析が多

く，受容性が高く，健康促進につながる可能性が示唆さ

れている．一方で，事例としては実証実験段階のものも

複数あり，中には無償提供しているものもあることから，

有償として実装した場合にどのように受容性や健康促進

に影響があるのかは今後の課題となる． 

 

(2) 英語の研究レビュー 

a) 地域の受容性に着目した研究 

Matyas et al.25)は，SP調査を用いてMaaSの導入可能性に

ついて，地域住民の意向を分析している．ロンドンをケ

ーススタディとして，さまざまな移動手段を組み合わせ

た 3つの固定サービスと自分自身で自由に移動手段を組

み合わせることできるサービスの計 4つのうち，好まし

いものを 2つを選択するという調査を実施し，被験者の

利用意向を調査した．調査結果より，交通機関の輸送量

や値段，未使用分を来月に繰り越しの有無が利用する上

での要因になっていることを示している． 

Mola et al26)は，Technology Acceptance Model (TAM)を用い

て，MaaS の受容性に関して重要な要素を分析している．

フランスに住む住民 100 人とフィンランドに住む住民

101 人に対して調査を実施した結果，コストに関しては

導入時のみ利用意向に影響を与え，利用者のサービスの

利点や特徴の認識が高まるほど影響がなくなることを示

している． 

Schikofsky et al.27)は，ドイツに住んでいる 24人にインタ

ビュー調査を行い，Grounded theoryを用いて，MaaSを受

容するための要因を明らかにした．分析結果として，

MaaS の有用性や使いやすさを認知することに加え，利

用者の感情的要因も影響することを示した．ほとんどの

回答者が，喜びや楽しさが影響していると回答する結果

になった． 

Caiati et al.28)は，オランダで行われた SP調査による交通

手段選択モデルを用いて，MaaS の潜在需要の存在を明

らかにしている．結果として，全体的に MaaS導入に対

して利用傾向がないものの，公共交通機関がサービス上

で最も利用される交通手段であり，プラットフォームを

構築する上で重要な要素になることを示している． 

Storme et al.29)は，ベルギーにいる 100人の自動車所有者

を対象に，インセンティブを用いた MaaS利用実験を行

った．結果として MaaSを利用する意向は見られたが，

自家用車の利用を明確に減らすことにはつながらなかっ

たことを示している．このことから，MaaS は自家用車

の補完的役割になると考察している． 

Dzisi et al.30)は，ガーナのパラトランジットである trotro

に着目し，現状のサービスの MaaS機能の欠損部分の明

示化と，それによる利用者の受容性の変化を分析してい

る．ここでは，MaaS 機能を「事前予約」，「アプリ決

済」，「無償キャンセル」，「リアルタイム運行情報」，

「アプリを用いた報告機能」，「Wi-fi を利用しないサ

ービス」としている．約 700人の利用者の回答結果より，

「事前予約」や「アプリ決済」，「アプリを用いた報告

機能」を求めることが多く，これの質が向上することで

回答者の 89％が利用頻度を上げると回答している． 

Spitzer et al.31)は，地方に住む高齢者の移動機会の確保に

関して，MaaS に着目し，実装に向けた設計方法につい

て研究している．ドイツに住む高齢者 57 名を対象に，

ワークショップを実施し，仮想のアプリを用いた MaaS

の評価を実施した．結果として，使いやすいユーザーイ

ンターフェイスであること，個人情報を守りながらシェ

アサービスの利便性を上げることが受容性向上につなが

ることを示している． 

Corazza et al.32)は，ローマをケーススタディとして，

MaaS の社会的受容性と公共交通サービスの成熟度の関

係性について分析している．アンケート調査に基づく分

析結果として，自家用車の割合が高く，公共交通機関の
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魅力が低い地域においては，MaaS が他のものと同様に

サービスであることを認識させなければ，導入効果がな

いことを示している． 

Lopez-Carreiro et al.33)は，MaaS の受容性を評価するため

に，都市構造の異なるマドリード(1000 人)とランドスタ

ッド(418 人)に住む人を対象に Web アンケート調査を実

施した．調査結果として，MaaS の受容性には，性別や

年齢，教育レベル，職業，世帯構成などが影響している

ことが示されている．また，自家用車の利用傾向が高い

人は関心を示さず，モビリティサービスや公共交通機関

に携わるものは利用意向が高いことを示している． 

Kim et al.34)は，MaaS の利用意向に影響する潜在的なラ

イフスタイルを明らかにするために，オランダに住む

1299人を対象にアンケート調査を実施している．調査結

果として，MaaS の利用意向には個人の価値観や性格特

性が影響すること，サービスに敏感なグループと人々の

意見に従うグループの大きく 2つ種類の属性があり，そ

れぞれで利用傾向が異なることを明らかにしている． 

Chmiel et al.35)は，ポーランドに住む 519人を対象にアン

ケート調査を実施し，MaaS アプリの利用傾向を分析し

ている．分析結果より，外出頻度が高い人ほどアプリを

利用し，最適な交通手段やルートを選択すること，自家

用車で買い物に行く人は利用頻度が低いこと，男性の方

がアプリ利用傾向が高いことなどを明らかにしている． 

van't Veer et  al.36)は，オランダに住む自家用車所有者に対

し，アンケート調査を実施し，潜在クラスタリングによ

る MaaSの利用意向を調査した．分析結果より，自家用

車所有者の中でも，公共交通機関の利用頻度が高い人は，

MaaS の利用意向が高いものの，自家用車の利用頻度が

高い人にはあまり効果がないことが示された．このこと

から，MaaS を導入しても，混雑や渋滞を減らす効果は

政策にて想定されている結果よりも低くなる可能性が高

いことを考察している． 

 

b) 健康促進に着目した研究 

Lyons 37)は，MaaS の中のさらに歩行に着目し，健康促

進などに寄与するWaaS (Walking as a Service)という概念に

ついて，その重要性を考察している．MaaS の概念と

WaaSの概念を比較することで，MaaSよりも歩行がより

強調され，現状の歩行可能範囲における自動車移動を転

換できる可能性を考察している． 

Sato et al.38)は，日本で行われているスマートモビリティ

チャレンジプログラムの実証地域を対象に，利用者の活

動範囲の変化について分析している．アンケート調査や

GPSセンサーを用いたモニター調査から，移動距離や移

動頻度が増加し，気分転換が行われ，身体的健康やエ

ゴ・レジリエンスが向上することで，主体的幸福度が向

上することを明らかにしている． 

c) 英語の論文を整理した上での考察 

以上で整理したように，英語での論文では MaaS 導入

による受容性や健康促進に着目している論文は，日本語

の論文と比較して少ないことがわかる．この理由として，

海外で捉えられている MaaSは，すでに確立しているサ

ービスであり，それを利用できるか否かを地域で判断し

ていることが考えられる．故に，対象地域で導入を想定

した論文が多く見られる． 

 

4. まとめ 

 

本論文では，地域の受容性と健康促進に着目して，

MaaSの導入事例を整理した． 

日本語の論文を整理した結果より，受容性に関しては

アンケート調査やインタビュー調査，移動データによる

分析が多く，対象地域の多くでは肯定的な結果が得られ

ている．一方で，構想段階や実証実験段階の研究も多く，

実際に導入した場合に同程度の肯定を得られるかに関し

ては今後の課題と考えられる． 

また健康促進に関しては，高齢化社会が進みつつある

日本において，かなり注目度の高いトピックであること

を示した．特に健康促進を期待して，医療サービスとの

連携を目指したMaaSが多いことがわかった． 

今回の研究レビューでは，1 段階目のスクリーニング

から 2段階目のスクリーニングで大きく論文の数が減少

している．この理由として，MaaS 導入における受容性

や健康促進を期待して，結論部分に記載している論文が

多く，本論文の対象にならない論文が多かったことが挙

げられる．このことからも，今後も MaaSの導入に対す

る受容性の評価や健康促進への効果が日本全国で期待さ

れているものと考えられる． 

英語の論文を整理した結果より，同じキーワードであ

っても日本語の論文と比較して，仮説や目的が異なって

いる点が多いことがわかった．海外で捉えられている

MaaS は，すでに確立したサービスとしていることが多

く，対象地域においてそのサービスが使えるか否かを測

る論文が複数見られた． 

また，健康促進に関しては，MaaS の導入から効果を

得るまでに，少し距離があることもあり，そこまでの分

析を深掘っている論文は少なかった． 

本論文における限界として，既往研究に着目した点が

挙げられる．日本や海外問わず，MaaS は地域や企業が

主体となって実施していることが多く，データは存在す

るものの，論文化されていない事例も多くあると考えら

れる．今後は報告書などにも着目し，MaaS 導入による

地域の受容性や健康促進の影響を整理していきたいと考

えている． 
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